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現地ルポルタージュ

って、高齢化、離農、遊休農地の増加、そし
て新たな担い手の登場という地域の農業構造
変化の各ステージに、総合的に対応している。
育苗事業では、野菜苗と水稲苗を生産し、

JAに販売、JAから農家に販売している。従来
JA本体の事業であったが、ジェイエイファー
ムの事業としJAの職員もジェイエイファーム
の会社員となった。野菜苗の販売は06年の260
万本から10年には480万本（見込み）に拡大、収
益も年々増加している。また、農作業受委託
事業では、堆肥の運搬・散布、土壌消毒、肥
料散布、トラクターによる耕運、田植え、稲
刈り等を行っている。
これらを利用し農作業の一部を外部化する

ことで、高齢農家は農業の継続が、大規模経
営でも省力化が可能となる。また、ジェイエ
イファームが集中して事業を行うことでコス
トは低減する。この結果、利用は増加し、利
益も拡大していると考えられる。
さらに高齢化が進めば、経営の縮小や離農

で遊休農地が拡大する。JAは農地利用集積円
滑化団体として、使われない農地を中間保有
し、規模拡大志向の農家や法人、または新規
就農者に貸し付けているが、なお残った農地
で、ジェイエイファームが最後の地域農業の
担い手として農業経営を行っている。
そして、新規就農者研修事業は、就農希望

者を新たな地域農業の担い手として育てると
ともに、遊休農地を研修の場として利用し、
かつ研修後の就農者が遊休農地で経営を行う
ことで、遊休農地の解消にもつながっている。

1　はじめに
農家の高齢化が進み担い手不足が深刻化す

るなか、JA出資型農業生産法人は近年急速に
増加しており、また内容は多様である

（注）
。

本稿では、JA出資型農業生産法人、ジェイ
エイファームみやざき中央が、新規就農者育
成事業を含め、総合的に地域の営農を支援し
ている状況を紹介する。

2　ジェイエイファームみやざき中央の概要
JA宮崎中央（以下「JA」）は宮崎県宮崎市と

国富町を管内とし組合員３万人を擁する。管
内は施設園芸と畜産中心に農業の盛んな地域
であるが、ここでも農家の高齢化、農地の遊
休化が進行している。こうした状況に対応し、
遊休農地で農業経営を行うとともに独立した
経営者を増やすことを目的に、JAは、2006年
２月に「ジェイエイファームみやざき中央」
（以下「ジェイエイファーム」）を子会社として
設立した。JAの総合営農支援対策のなかでは、
地域の核となる担い手、および、多様な担い
手・新規就農者に並ぶ第３の担い手として、
ジェイエイファームは位置付けられている。
資本金は１億990万円、従業員は周年雇用63

名、パート・アルバイト35名（10年７月時点）で
ある。また、主な事業は、①育苗事業、②農
作業受委託事業、③農業経営事業、④新規就
農者研修事業である。

3　高齢化や耕作放棄地拡大への総合的対応
ジェイエイファームはこの４つの事業によ
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金や農業金融制度の紹介などの就農支援が行
われる。卒業生は３名が法人に就職したほか
は、自営で農業を経営している。
また、研修後にはネットワークを活用し勉

強していく必要があることを、ジェイエイフ
ァームは研修生に伝えており、研修中から就
農予定地のJAの生産部会と交流し、また、就
農後３～５年間は重点指導農家として、営農
指導員から重点的に指導が行われる。

5　おわりに
JA出資型農業生産法人が新規就農者育成事

業を行うメリットの一つとして、研修生が就
農後に組合員、組合員組織を含むJAのネット
ワークを活用して、地域に溶け込むことが容
易となることが考えられる。
新規就農者は希望とともに様々な課題を抱

えており、JAへの期待も大きい。JAは、JA
出資型生産法人や組合員とともに、そうした
期待に積極的に応えていくことが求められよ
う。

（さいとう　ゆりこ）

また、これらの事業が全体として黒字とな
っていることも特筆すべき点である。農業経
営事業では圃場が分散していることもあり採
算をとることが難しいが、育苗事業を柱とし
て、法人全体の利益は黒字を続けている。

4　実践的な新規就農者研修事業
新規就農者研修事業は、その実践的な内容

で全国から注目されている。
研修期間は原則１年間。研修は無料で、生

活費として、研修生一人当たり、市または町
が月５万円、JAグループが５万円を助成する。
毎年、審査を経て10名程度が研修生となり、
これまでの４年間で30名が卒業、就農した。
研修は、①栽培技術研修、②経営管理研修、

③施設・機械等研修、④ネットワークづくり、
⑤視察研修など多彩であり、１年後の就農に
必要な研修が行われている。
研修の中心は栽培技術研修であり、研修生

は一人につき６棟のビニールハウス、約10aを
担当し、就農後に経営が成り立ちやすいキュ
ウリ、ミニトマト等を栽培する。研修期間は
８月から翌年７月。８月の研修開始時にはハ
ウスは骨組みのままで、研修はビニール架け
から始まる。２名の指導顧問が圃場におり、
またJAの営農指導員からも指導を受けている
が、基本的に、研修生は経営も含めて自ら考
えて栽培を行っている。
１年を通して農業経営を学べることや、10a

という比較的大きな規模での研修が実践的で
あると、研修生からは評価されている。
研修後は、農地やハウスのあっせん、補助

研修用ビニールハウスでキュウリを栽培

（注）李・谷口（2008）「JA出資農業生産法人の今日的
到達点とあり方をめぐる諸問題について」（『農業
研究』第21号）に詳しい。


